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　本補助金は小規模事業者が自ら持続的な経営に向けた経営計画を作成した上で行う、販路開拓や生産性向上の取組を
支援する制度です。2024年２月現在、「一般型」に加えて令和６年能登半島地震により被害を受けた小規模事業者の事業
再建や販路開拓等の取組を支援する「災害支援枠」が設けられています。申請にあたっては、商工会議所・商工会が発行
する事業支援計画書（一般型）・支援機関確認書（災害支援枠）の提出が必要になります。まずは最寄りの商工会議所・商
工会にご相談ください。補助金の概要については以下の通りです。

対 象 者
小規模の法人、個人事業、特定非営利活動法人等が対象となります。
・商業、サービス業・・・・・・・・・・常時使用する従業員数５名以下
・宿泊業、娯楽業、製造業その他　・・・常時使用する従業員数20名以下

補助対象
経費

機械装置等費、広報費、ウェブサイト関連費、展示会等出展費、委託・外注費など
※災害支援枠では、事業に供する車両が被災した場合に限り車両購入費も対象になります。
※‌�ウェブサイト関連費は申請補助金額のうち１/４を上限とし、ウェブサイト関連費のみによる申請はで
きません。

災害支援枠
補助上限額（補助率は対象経費の２/３。直接的な被害を受けた申請者のうち要件を満たす場合は10/10の定額補助）
　①200万円（‌�自社の事業用資産に損壊等の直接的な被害があった事業者）
　　　　　　 ※事業用資産には「在庫」や「棚卸資産」は含みません。
　②100万円（間接的な被害（売上減少）があった事業者）
●１次申請受付締め切り　2024年２月29日（木）※郵送のみ（当日消印有効）
●新潟商工会議所への計画書に関する相談　2024年２月22日（木）17：30ごろまで
※申請にあたっては市町村が発行する「罹災証明」や「間接的な被害を受けたことがわかる証明書」等が必要です。

お問い合せ先：小規模事業者持続化補助金事務局【災害支援枠】TEL：03-6635-2021（平日９時～12時、13時～17時）

一般型（第15回）
補助上限額（補助率は対象経費の２/３。赤字事業者かつ賃上げを伴う事業者は３/４）
　50万円（通常枠）～200万円（賃金引上げ枠・卒業枠・後継者支援枠・創業枠）
※免税事業者からインボイス発行事業者に転換する事業者は上記補助上限額に一律50万円上乗せ
●第15回公募申請締め切り　2024年３月14日（木）17：00※郵送申請は当日消印有効
●新潟商工会議所への計画書に関する相談　2024年３月７日（木）17：30ごろまで

お問い合せ先：小規模事業者持続化補助金事務局【一般型】TEL：03-4330-3480（平日９時～12時、13時～17時）

当所担当：中小企業振興部　TEL：025-290-4212/MAIL：soudan@niigata-cci.or.jp

小規模事業者持続化補助金
災害支援枠・一般型（第15回）のご案内

アクサ生命は商工会議所と協力して健康経営を推進しています。

健康経営は、アクサ生命がサポートします！

お問合せ先 　　　　　　　　　　    　　☎

～さらなる企業の発展のために～～さらなる企業の発展のために～

健康経営に取り組みませんか？健康経営に取り組みませんか？

健康経営優良法人認定の
申請までサポート

AXA-A2-2004-0144/847 2020.04.17※「健康経営」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。
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新潟商工会議所 早期景気観測調査結果　１月分調査

景気動向（前年同月比）全産業ＤＩ値 （2023年１月～2024年１月）

【１月の概要】
　直近の景況感を示すDI値は、「売上」が２か月連続で悪化し、昨年２月以来、11か月ぶりにマイナス水準に転じた。「業況」でも
前月比▲9.3ポイントと大幅に悪化しており、昨年４月以来、９か月ぶりにマイナス水準に転じた。一方、先行き見通しを示すDI値は、
全ての項目で改善。なかでも「売上」「採算」「業況」の３項目で２ケタの大幅な改善を示している。
　コメントでは、能登半島地震に関するコメントが多く寄せられ、当所管内における大規模な被害は少ないものの、経済活動に様々
な影響が生じていることが窺える。また、引き続き、人件費や燃料費等、経費の高騰に苦しむ声もあるが、先行き見通しの結果か
らは改善の動きも読み取れる。地震被災地の一刻も早い復旧が切に望まれる。
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全産業平均DI値 向こう３か月間の先行き見通しDI値
売上（受注・出荷） 採算 業況 仕入単価 従業員 売上（受注・出荷） 採算 業況 仕入単価 従業員
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月

14.0 ▲7.0 4.0 ▲63.0 39.0 19.0 ▲2.0 2.0 ▲35.0 35.0
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3.6 ▲9.0 3.6 ▲71.2 36.0 ▲2.7 ▲9.0 ▲6.3 ▲40.5 36.0

１
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▲2.9 ▲10.5 ▲5.7 ▲68.1 26.7 10.5 1.9 5.7 ▲38.1 33.3
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建 設 業
補助金無しで設備投資をしても、それに見合う収益を出すことが難しい。（管工事）
能登半島地震の復旧作業のため元日から出動している。従業員への休日・夜間手当の支払いが大きく増加する。（設備工事）

製 造 業
燃料代や人件費、輸入原材料等の経費が膨らむが、最低限の価格転嫁しかできず利益面で厳しい状態が続く。（製菓）
地震の影響により、公共設備整備予定地へ向かう道路等が被害を受けたため施工が難しい状況にある。（鋼材）

卸 売 業 例年１月は大きな売上が見込めないが、今年は地震の影響による自粛ムードで、さらなる売上減少が懸念される。（青果）

小 売 業
地震からの復旧作業が進むにつれ、住宅関連・リフォーム等のニーズが拡大していくものと予想している。（ホームセンター）
地震の影響でコンビニのおにぎり・弁当・パン関連で供給難が生じ、スーパーでは食品中心に売上増となった。（百貨店）

サービス業
地震で被災地への道路網が寸断され、集配業務に支障が出ている。復旧には相当の時間がかかると思われる。（運輸）
地震により、予約のキャンセルが出ている。今後も良い兆しが見えない。（ホテル）
地震での自粛ムードで消費活動が減退しないことを願う。（看板）
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